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１．官公需適格組合について
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官公需適格組合とは・・・

官公需の受注に対して特に意欲があり、受注した契約
を十分に責任をもって履行できる体制が整備されてい
る組合として、中小企業庁より証明をうけている組合
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組合（事業協同組合等）とは・・・

１社だけでは解決できない経営課題を
「中小企業者＝組合員」を集めて、
「共通の課題を解決する事業＝共同事業」を行い、
組合員の経営の合理化や経済的な発展などを図ることを目的
としています。

組合員のために必要な事業を行い、みんなで
ボートを漕ぐように、協調的に活動する精神を
根本としています。（相互扶助の精神）
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組合の主な特徴

★組合（協同組合等）は、中小企業等協同組合法・
中小企業団体の組織に関する法律を根拠とした
認可法人です。
協同組合をはじめとする中小企業組合は、法律の手続きを経て国や都道府県が認可した法人であ
り、民主的かつ公平な運営が制度的に確保されている信頼性の高い組織です。

★相互扶助の精神に基づき、単独では不足する経営資
源を協同組織により補完することを基調として、
共同事業を行います。
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代表的な共同事業について

•組合員が必要とする資材や消耗品等を組合がまとめて購入
又は斡旋し、組合員に販売、納品する事業

共同購買事業

•組合員が製造した製品等を組合がまとめて販売する事業

共同販売事業

•組合が契約主体となって注文を受け、組合員に配分して製
造や施工等を行い、組合が納品する事業

共同受注事業
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•個々では所有できない高額な設備などを組合が導入し、
生産・加工して組合員に供給する事業

共同生産・加工事業

•組合員の経営に役立つ講習会の開催や情報の提供等を実
施する事業

教育情報提供事業

•親睦会の開催や慶弔見舞金の支給を行う事業

福利厚生事業
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•外国人技能実習機構を窓口に主務大臣の許可を受け
て監理団体となり、実習実施者である組合員企業で
の実習を監理し、技能や技術を技能実習生の母国へ
移転すること等を目的として行われる事業

外国人技能実習生共同受入事業

※組合は、公共的な性質をもつ法人であるため、監理団体になることが
認められていますが、当事業は組合の主たる事業ではありません。
当事業の実施には、中小企業等協同組合法を理解した上で、技能実習法
（平成２９年１１月１日施行）などの法律を遵守した適正な運営や外国人
技能実習生の保護が必要です。
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共同受注事業について

★組合が契約主体となって注文（官公需を含む。）を受け、
組合員に配分して製造や施工等を行い、組合が納品する事業

★共同受注事業は一件の受注に対して中小企業者である複数
の組合員が共同してその案件を履行していることから、

分離・分割発注と同じ効果をもたらすこととなり、結果とし
て多くの中小企業者の受注機会の増大にも役立ちます。

また、愛知県内の官公需適格組合においては、その組合員
の多くが地元企業であることから地域の中小企業・小規模事
業者等の積極活用にもつながります。
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関係法令等（参考）

中小企業の振興・支援について、基本的な理念や方針を定めています。

この中で、官公需施策は、“中小企業の経営基盤強化策” の一つとして位置づ
けられており、「国等からの受注機会の増大」について定めています。（第 23 
条）

中小企業基本法

中小企業基本法の理念を受け、「官公需についての中小企業者の受注の確保に
関する法律」（官公需法）では

◇国等の発注機関における中小企業者の受注機会の増大に向けた努力と組合等
の活用（第３条）

◇「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」の作成と公表（第４条）

◇国の施策に準じた地方公共団体における中小企業者の受注機会の確保に向け
た努力（第８条）などを定めています。

官公需法
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経済産業省（中小企業庁）では、毎年度、中小企業者向けの契約目標額や、受
注機会増大のための措置事項などを「中小企業者に関する国等の契約の基本方
針」として取りまとめ、これを閣議決定し公表しています。

主な内容は次のとおりです。

◇官公需情報の提供の徹底

◇中小企業・小規模事業者が受注しやすい発注とする工夫（分離・分割発注の
推進等）

◇中小企業・小規模事業者の特性を踏まえた配慮（地域の中小企業・小規模事
業者等の積極活用等）

◇ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等の推進

◇新規中小企業者への配慮

◇事業協同組合等、官公需適格組合の受注の機会の増大

◇官公需適格組合の活用

国等の契約の基本方針
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まとめ
・「官公需適格組合」とは、官公需の受注に対して特に意欲があり、受
注した契約を十分に責任をもって履行できる体制が整備されている組合
として、中小企業庁より証明をうけている組合

・組合は、法律の手続きを経て国や都道府県が認可した法人であり、民
主的かつ公平な運営が制度的に確保されている信頼性の高い組織である。

・組合には複数の組合員（中小企業者）が所属しており、その組合に発
注をすることで、分離・分割発注と同じ効果をもたらすこととなり、結
果として多くの中小企業者の受注機会の増大にも役立つ。
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・愛知県内の官公需適格組合においては、その組合員の多くが地元企業
であることから地域の中小企業・小規模事業者等の積極活用にもつなが
ります。



２．愛知県内の官公需適格組合紹介
（合計２７組合・順不同）
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「役務」・・・役務（サービス）の受注
（例：警備業者の組合による警備業務、水道関連事業者の組合に

よる設備点検業務等）

「物品」・・・物品の受注
（例：石油業者の組合による石油製品の受注等）

「工事」・・・工事の受注
（例：水道関連事業者の組合による管工事等）
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官公需適格組合証明区分：物品

主な受注内容：揮発油、軽油、灯油、重油、その他の石油製品

愛知県石油業協同組合

官公需適格組合証明区分：物品

主な受注内容：揮発油、軽油、灯油、重油、その他の石油製品

豊橋石油業協同組合

官公需適格組合証明区分：物品

主な受注内容：揮発油、軽油、灯油、重油、その他の石油製品

豊田みよし石油業協同組合

官公需適格組合証明区分：工事

主な受注内容：管工事

名古屋市指定水道工事店協同組合
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官公需適格組合証明区分：工事

主な受注内容：管工事又は水道施設工事

岡崎市管工事業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：水道給水・配水施設漏水通報待機業務、水道給水・排水に付随する業務

一宮市指定水道工事店協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：検定満期メーター取替業務、水道修繕待機業務、漏水等緊急修繕待機業務、

残留塩素測定業務

半田市水道指定工事店協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：検針業務、漏水待機業務、検定期限満了メーター取替業務

西尾市管工事業協同組合

16



官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：水道給排水施設漏水通報待機業務、検定期限満了メーター取替業務

蒲郡市上下水道工事協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：配水管及び給水装置の緊急修繕待機・現地調査業務、検定期限満了量水器

取替業務

小牧市管工事業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：検定満了メーター取替業務、漏水修繕待機業務

稲沢市上下水道工事指定店協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：検定満了メータ取替業務、屋内漏水修繕待機業務

愛知中部水道企業団指定工事店協同組合
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官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：水道施設等修繕業務、検定満期メーター取替業務

北名古屋・豊山上下水道協同組合

官公需適格組合証明区分：工事

主な受注内容：管、水道施設及び土木工事

豊川市上下水道工事協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：量水器定期取替業務、修繕工事待機業務、簡易専用水道維持管理状況調査業務、

公共下水道取付管設置位置調査業務、止水栓取替業務

尾張旭市管工事業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：検定満了量水器取替業務、配水管等保守及び修繕業務

海部南部水道企業団指定工事店協同組合
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官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：検定満期メーター取替業務、漏水修繕待機業務

高浜市上下水道工事店協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：給水装置開閉栓業務、漏水待機・漏水修理業務、検定期限満了メーター

取替業務

碧南市上下水道工事店協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：水道給・配水施設漏水通報待機業務及び修繕業務、検定期限満了メーター

取替業務、水道給・配水管漏水調査業務、下水道管探査業務

田原市上下水道工事業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：学校給食配送、引越輸送、区域地場輸送

愛知県東部貨物運送事業協同組合
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官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：ビルの機械電気設備管理、清掃及び廃棄物の処理、ねずみ・害虫等の防除、

警備・保安、受付、エレベーター・駐車場管理、会場設備

愛知県ビルメンテナンス協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：雑踏警備、施設警備、機械警備、巡回警備、輸送警備、身辺警備

愛知県警備業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：屋外広告物の製作、展示装飾品の製作、広告物の安全点検

愛知県広告美術業協同組合

官公需適格組合証明区分：役務
主な受注内容：会館管理運営業務（舞台設備管理運営業務）、企画制作運営実施業務

（舞台、照明、音響等に関係するオペレート及びプランニング業務）

愛知県舞台運営事業協同組合
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官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：コンピュータサービス

中部アイティ協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：建築物の設計・監理業務、建設コンサルタント業務、各種調査業務

愛知県建築設計監理協同組合

官公需適格組合証明区分：役務

主な受注内容：建築設計、建築設備設計・監理

企業組合建築環境システム

21



ご清聴ありがとうございました。

【お問い合わせ先】
                           愛知県中小企業団体中央会

名古屋市中村区名駅四丁目4番38号ウインクあいち16階
TEL:052-485-6811/FAX:052-485-9199
URL:https://www.aiweb.or.jp/
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